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第１号議案資料

平成２９年度　鳴門市国民健康保険特別会計決算

【概要】

歳入

内　　容 決算額(千円) 構成比率(％)

国保料 1,424,377 16.1

使用料及び手数料 466 0.0

国庫支出金 1,598,137 18.0

療養給付費交付金 139,635 1.6

前期高齢者交付金 2,131,933 24.1

県支出金 578,949 6.5

共同事業交付金 2,155,756 24.3

財産収入 27 0.0

一般会計繰入金 534,587 6.0

諸収入 6,310 0.1

繰越金 287,841 3.2

合計 8,858,017 100.0

歳出

内　　容 決算額(千円) 構成比率(％)

総務費 131,982 1.5

保険給付費 5,294,477 60.3

後期高齢者支援金 843,490 9.6

前期高齢者納付金 3,050 0.0

老人保健拠出金 17 0.0

介護納付金 329,141 3.8

共同事業拠出金 2,112,144 24.1

保健事業費 46,314 0.5

基金積立金 9,823 0.1

諸支出金 13,237 0.2

合計 8,783,674 100.0

※端数調整のため構成比率の合計が100％とならない場合がある

国保料1,424,377 

使用料及び手

数料466 

国庫支出金1,598,137 

療養給付費交付

金 139,635 
前期高齢者交付

金 2,131,933 

県支出金578,949 

共同事業交付

金 2,155,756 

財産収入 27 

一般会計繰入

金 534,587 諸収入6,310 
繰越金287,841 

総務費131,982 

保険給付費5,294,477 後期高齢者支援

金 843,490 
前期高齢者納

付金 3,050

老人

保健

拠出

金 17 

介護納付金329,141 
共同事業拠出

金 2,112,144

保健事業費46,314 

基金積立金9,823 諸支出金13,237 

２



 (歳　入）

予算現額 決算額 差引増減

（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）

医 療 分 970,822 975,399 4,577

後 期 支 援 分 273,629 274,769 1,140

介 護 分 105,306 106,646 1,340

医 療 分 30,238 30,913 675

後 期 支 援 分 6,248 6,270 22

介 護 分 4,224 4,254 30

1,390,467 1,398,250 7,783

医 療 分 16,317 15,935 △ 382

後 期 支 援 分 4,487 4,368 △ 119

介 護 分 4,674 4,677 3

医 療 分 780 803 23

後 期 支 援 分 142 152 10

介 護 分 190 192 2

26,590 26,127 △ 463

1,417,057 1,424,377 7,320

500 466 △ 34

49,265 57,600 8,335

9,199 9,199 0

1,298,552 1,394,073 95,521

計 564,414 200,457 △ 363,957

288 0 △ 288

3,607 3,607 0

1,866,861 1,598,137 △ 268,724

高額医療負担金 49,265 49,266 1

特定健診等負担金 9,199 9,199 0

小　 　計 58,464 58,465 1

合　　　　計 417,270 578,949 161,679

2,185,023 2,155,756 △ 29,267

237,032 237,032 0

137,638 137,639 1

67,819 67,819 0

9,509 9,509 0

30,514 30,514 0

52,075 52,074 △ 1

534,587 534,587 △ 0

3,300 1,152 △ 2,148

27 27 0

600 117 △ 483

0 1,000 1,000

13,477 6,338 △ 7,139

287,840 287,841 1

0 0 0

0 0 0

9,004,833 8,858,017 △ 146,816

※千円単位表記としているため、表記金額を合わせたものと小計等が合致しない場合がある

平成29年度　鳴門市国民健康保険事業特別会計決算額

区　　　　　分 説　　　明

国

保

料

一

般

現

年

保険料のうち医療給付等に充てられるものです

保険料のうち後期高齢者支援金に充てられるものです

保険料のうち介護納付金に充てられるものです

小     計

過

年
前年度までに納付されなかった保険料です（滞納繰越）

過

年

小     計

合　　　　計

退

職

現

年

●退職被保険者

国保の被保険者であって65歳未満のかた、原則として被用者年金

の老齢(退職）年金の受給権者（加入期間が20年以上又は40歳以降

10年以上）が対象となります

高 額 医 療 負 担 金 高額医療費共同事業拠出金に対する国からの負担金です

特定健診等負担金 特定健診等に係る費用の一部を国が負担するものです

計

督 促 手 数 料

国

庫

支

出

金

国

庫

負

担

金

療養給付費等負担金 1,240,088 1,327,274 87,186

一般被保険者の保険給付費、後期高齢者支援金及び介護納付金等

の費用について国が定率の負担をするものです

社会保障・税番号制度シ

ステム整備費補助金

社会保障・税番号制度（マイナンバー）に係る費用に対する国か

らの補助金です

国民健康保険関係業務準

備事業費補助金

国民健康保険の都道府県単位化に係る費用に対する国からの補助

金です

合　　　　計

市町村間の財政力の不均衡を調整するために国から交付されるも

のです

特別調整交付金 173,228 55,824 △ 117,404

市町村の責に帰さない特別な事情で財政負担がある場合に国から

交付されるものです

国

庫

補

助

金

調

整

交

付

金

普通調整交付金 391,186 144,633 △ 246,553

療 養 給 付 費 等 交 付 金 150,285 139,635 △ 10,650

退職被保険者等の医療給付に要する費用に充てるため、被用者保

険等の保険者の拠出金を財源として交付されるものです

前 期 高 齢 者 交 付 金 2,131,933 2,131,933 0

前期高齢者(65～74歳)の各保険者間の偏在による負担の不均衡を

調整するため交付されるものです

県

支

出

金

県負担金

高額医療費共同事業拠出金に対する県からの負担金です

特定健診等に係る費用の一部を県が負担するものです

県 調 整 交 付 金 358,806 520,484 161,678

市町村間の財政力の不均衡を調整するために県から交付されるも

のです

利 子 及 び 配 当 金 財政調整基金の運用利子です

指定公費負担医療費納付金

共

同

事

業

交

付

金

高 額 医 療 費 交 付 金 251,149 221,882 △ 29,267

市町村国保からの拠出金を財源として、医療費(1件80万円超のレ

セプト)を県単位で共同して負担する事業からの交付金です

保険財政安定化事業交付金 1,933,874 1,933,874 0

市町村国保からの拠出金を財源として、医療費(1件1円超のレセプ

ト)を県単位で共同して負担する事業からの交付金です

合　　　　計

そ の 他 雑 入

合　　　　計

諸

収

入

延 滞 金

第 三 者 納付金 ･返納金 9,550 4,042 △ 5,508

交通事故等第三者が負担すべき医療費について第三者から納付さ

れたものや不当利得等による医療費の返納金です

繰

入

金

出 産 育 児 一 時 金 出産育児一時金の財源として一般会計から繰り入れるものです

財 政 安 定 化 支 援 事 業 国保会計の安定化のために一般会計から繰り入れるものです

そ の 他 ( 事 務 費 分 ） 国民健康保険関係事務に係る費用です

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金
低所得者を対象とした保険料軽減相当額について一般会計から繰

り入れるものです
保険者支援制度繰入金

職 員 給 与 費 等 国民健康保険関係職員に係る費用です

繰 上 充 用 金

歳　入　合　計

3

合　　　　計

繰 越 金 前年度会計からの繰越金です

財 政 調 整 基 金



（歳　出）

予算現額 決算額 差引増減

（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）

45,491 45,347 △ 144

8,196 7,344 △ 852

14,384 12,890 △ 1,494

12,812 11,208 △ 1,604

9,823 9,823 0

12,655 12,654 △ 1

103,361 99,266 △ 4,095

22,072 21,842 △ 230

12,986 10,897 △ 2,089

10,724 9,310 △ 1,414

45,782 42,049 △ 3,733

265 214 △ 51

286 275 △ 11

149,694 141,805 △ 7,889

小     計 4,588,915 4,493,881 △ 95,034

療 養 給 付 費 94,795 75,704 △ 19,091

療 養 費 2,397 878 △ 1,519

 小     計 97,192 76,582 △ 20,610

17,300 14,372 △ 2,928

4,703,407 4,584,835 △ 118,572

16,282 12,401 △ 3,881

50 0 △ 50

695,195 689,381 △ 5,814

33,600 18,852 △ 14,748

17 9 △ 8

2,400 1,400 △ 1,000

5,434,639 5,294,477 △ 140,162

843,430 843,430 0

60 59 △ 1

843,490 843,490 △ 0

2,993 2,992 △ 1

58 57 0

3,051 3,050 △ 1

50 0 △ 50

50 17 △ 33

100 17 △ 83

329,142 329,141 △ 1

230,404 197,064 △ 33,340

5 1 △ 4

1,915,080 1,915,079 △ 1

2,145,489 2,112,144 △ 33,345

23,024 18,024 △ 5,000

57,917 28,290 △ 29,627

80,941 46,314 △ 34,627

5,300 2,813 △ 2,487

10,387 10,295 △ 92

600 129 △ 471

16,287 13,237 △ 3,050

2,000 0 △ 2,000

9,004,833 8,783,674 △ 221,158

74,343

そ の 他 事 務 費 国保事業の運営に係る一般管理費用です

医療費適正化特別対策事業費 医療費適正化のためのレセプト点検等の費用です

基 金 積 立 金 財政調整基金への積立金です

平成29年度　鳴門市国民健康保険事業特別会計決算額

 区　　　　　分 説　　　明

総

　

　

務

　

　

費

一

般

管

理

費

職 員 給 与 費 国民健康保険関係職員(資格・給付)に係る費用です

電算共同処理関係費 国保連合会の共同処理に係る費用です

嘱託徴収員報酬等収納率向上に係る費用です

小     計

運 営 協 議 会 費 運営協議会に係る費用です

趣 旨 普 及 費 国保のしおりに係る費用です

連 合 会 負 担 金 国保連合会への業務委託のための負担金です

小     計

賦

課

徴

収

総

務

費

職 員 給 与 費 国民健康保険関係職員(賦課・収納)に係る費用です

賦 課 徴 収 費 国民健康保険料の賦課・徴収事務に係る費用です

収納率向上特別対策事業費

合　　　計

保

　

険

　

給

　

付

　

費

療

養

諸

費

一

般

療 養 給 付 費 4,527,239 4,440,267 △ 86,972

療養費用(医療・薬剤等)の個人負担分を除いた残りを保険給付す

るものです

退

職

審査支払手数料 レセプトの審査に係る費用です

療 養 費 61,676 53,614 △ 8,062

補装具の費用など被保険者が一時立て替えて支払い、その後申請

により保険給付するものです

計

移 送 費 20 0 △ 20

疾病等により移動困難な患者が、医師の指示により、緊急に入

院・転院の必要があり、移送された場合に給付するものです

一般高額介護合 算療 養 費 250 85 △ 165

１年間に「医療」と「介護」の両方に自己負担があり、その額が

限度額を超えた場合に、超えた額を保険給付するものです

退職高額介護合 算療 養 費

高

額

療

養

費

一 般 高 額 療 養 費 678,613 676,895 △ 1,718

医療費の１ヶ月の自己負担額が限度額を超えた場合に、その超え

た額を保険給付するものです

退 職 高 額 療 養 費

小計

合　　　計

後

期

支

援

金

医 療 費 拠 出 金

被保険者数に応じた後期高齢者医療制度への支援金です

事 務 費 拠 出 金

合　　　計

出 産 育 児 一 時 金 被保険者の出産に対して給付するものです

出産育児一時金支払手数料 出産育児一時金の支払に係る国保連合会への手数料です

葬 祭 費 被保険者の死亡に伴い給付するものです

老

人

保

健

拠

出

金

医 療 費 拠 出 金

旧老人保健制度への拠出金です

事 務 費 拠 出 金

合　　　計

前

期

納

付

金

納 付 金

前期高齢者(65～74歳)に係る財政調整制度への納付金です

事 務 費 拠 出 金

合　　　計

保

健

事

業

保 健 事 業 費 人間ドック等被保険者の健康増進等に関する費用です

特 定 健 診 等 事 業 費 特定健診・特定保健指導に係る費用です

合　　　計

介 護 納 付 金 被保険者数(40～64歳)に応じた介護保険制度への納付金です

共

同

事

業

拠

出

金

高 額 医 療 費 拠 出 金 高額医療費共同事業への拠出金です

その他共同事業拠出金 退職者医療制度に係る拠出金です

保険財政共同安定化事業拠出金 保険財政共同安定化事業への拠出金です

合　　　計

予 備 費

歳　出　合　計

平成３０年度繰越額

4

諸

支

出

金

保 険 料 還 付 金

償 還 金 国等の負担金・交付金の前年度清算に伴う返還金です

指 定 公 費 負 担 医 療 費

合　　　計



【その他の報告】

特定健康診査・特定保健指導について

１．特定健診及び特定保健指導対象者の値

       平成２９年度の特定健診については、対象者１０，７７０人、受診者３，０８０人、受診率２８．６％であり、

　　前年度と比較して、０．３％の増加となっております。

　　　 今後においても、制度周知のＰＲや、前年度の受診状況等の評価・分析を行い、受診意欲の高揚に

　　つながるような勧奨に努め、受診率の向上を図ってまいります。

（１）特定健診及び特定保健指導対象者の推移（平成３０年７月２６日現在）

動機づけ支援

積極的支援

動機づけ支援

積極的支援

（２）巡回バスによる特定健診・頚部エコー検査等受診者数 単位：人

年度

年度

※１０月２６日・１１月２１日・１２月１５日は全国健康保険協会徳島支部の被扶養者（ご家族）も対象。

２．受診勧奨実施状況

(1)広報なると、テレビ鳴門を活用したＰＲ

(2)介護予防教室等他課イベント及び市内大型商業店舗でのＰＲ

(3)全国健康保険協会徳島支部と合同での特定健診キャンペーン

(4)特定健診と頚部エコー検査を組み合わせた巡回バスによる健診の実施

(5)コールセンター方式による受診勧奨

(6)受診勧奨リーフレット・ポスターの作成、配布・掲示

対象者数 １１，３６１人 １１，４００人 １１，２６３人 １１，０４４人 １０，７７０人

受診者数

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

３，１１２人 ３，２１９人 ３，３４３人 ３，１２９人 ３，０８０人

特

定

健

診

目標値 ４０％ ４５％ ５０％ ５５％ ６０％

受診率 ２７．４％ ２８．２％ ２９．７％ ２８．３％ ２８．６％

４４８人

３４０人 ３４８人 ３４３人 ３１０人 ３５８人

特

定

保

健

指

導

対象者数 ４２８人 ４３５人 ４６６人 ３９２人

８８人 ８７人 １２３人 ８２人

目標値 ５５％ ６０％ ６０％ ６０％

９０人

実施者数 ２１５人 ２０８人 ２２５人 ２２５人 ３０８人

３２人 １９人 ２９人 ２７人 ３８人

１８３人 １８９人 １９６人 １９８人 ２７０人

６０％

実施率 ５０．２％ ４７．８％ ４８．３％ ５７．４％ ６８．８％

平

成

２

９

年

度

７月１５日 堀江公民館 ０（０） ６ １５ ２１（０）

９月２３日

合計 ７（７） ５１ ８７ １４５（７）

１２月１６日 消防庁舎３階 １（１） １０ １６ ２７（１）

実施日 実施場所

特定健診のみ

(カッコはヤング)

頚部エコーのみ

特定健診＋

頚部エコー

合計

１１月２１日 鳴門ふれあい健康館 １（１） １３ ２９ ４３（１）

１０月１９日 消防庁舎３階 １（１） １５ １３ ２９（１）

消防庁舎３階 ４（４） ７ １４ ２５（４）

平

成

３

０

年

度

７月２１日 鳴門ふれあい健康館 ２（２） 8 ２６ ３６（２）

９月２２日

合計

１２月１５日 〃

実施日 実施場所

特定健診のみ

(カッコはヤング)

頚部エコー又は

PSA検査のみ

特定健診＋

頚部エコー・PSA検査

合計

１１月２１日 〃

１０月２６日 〃

〃
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平成２９年度保健事業の実施状況について 　

　 鳴門市国民健康保険加入者の健康の保持増進のため、継続的な事業の実施を目的とした 「鳴門市国民健康保険保健

事業実施計画（データヘルス計画）」に基づき、平成２９年度においても、重症化予防・発症予防への取り組みとして、下記

の事業を実施しました。

　特定健康診査受診者のうち、健診結果で受診勧奨判定値を有する者であり、生活習慣病未治療の者に対して受診勧奨

及び保健指導を行うことにより、重症化の予防を図る。

　事業対象者への訪問率：７０％

実施期間 事業内容 事業対象者 実施者 実施率 目標達成率

平成２９年度 平成２９年６月～平成３０年３月

保健師の個別訪問による

受診勧奨・保健指導

162人 8人 5％ 7％

・受診勧奨及び訪問指導を行うことで、自分自身の身体を理解し、生活習慣の改善及び医療機関受診に繋がった。

・臨時職員(看護師)を活用した事業実施を予定していたが、ハローワーク等を使用した求人に努めるも、人材確保に至らなかった。

　３０歳代の被保険者を対象に健診を実施することにより、生活習慣病の発症予防・重症化予防を図る。

また、健診結果が生活習慣病予備群や受診勧奨判定値の者に対して保健指導を行う。

・被保険者の健診受診率：６０％

・保健指導対象者への訪問率：７０％

実施期間 事業内容 事業対象者 実施者 実施率 目標達成率

平成２９年７月～平成２９年１２月 集団健診により５回実施 20人 7人 35％ 58％

平成２９年１０月～平成３０年３月

保健師の個別訪問による

受診勧奨・保健指導

4人 4人 100％ 143％

・広報誌やＬＩＮＥ等の活用により、若年からの健診の必要性を広く周知することができた。

・健診受診者に対して保健師による保健指導を実施し、生活習慣病の発症予防に繋げた。

　特定健康診査受診者のうち、生活習慣病未治療で、健診結果から脳血管疾患・虚血性心疾患・慢性腎臓病（ＣＫＤ）

などのリスクが高い者に対して、保健指導を行うことにより、重症化予防を図る。

　また、糖尿病が強く疑われる者を対象に、７５ｇ糖負荷試験を実施し、糖尿病の早期発見・早期治療に繋げる。

　

・事業対象者への訪問率：７０％

実施期間 事業内容 事業対象者 実施者 実施率 目標達成率

平成２９年度 平成２９年６月～平成３０年３月

保健師・管理栄養士の個

別訪問による保健指導

223人 213人 96％ 137％

・訪問指導を行うことで、自分自身の身体を理解し、生活習慣の改善及び医療機関受診に繋がった。

・治療や健診受診を中断させないように、継続した支援が必要である。

平成２９年度

①受診勧奨判定値を超えている者への対策

②早期介入保健指導事業（若年者健診）

③重症化予防事業

【事業目的】

【事業目的】

【目標指標】

【評 価】

【目標指標】

【評 価】

【目標指標】

【評 価】

【事業目的】
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　糖尿病性腎症の者で、生活習慣の改善により重症化の予防が期待される者（人工透析導入前段階の者）に対して、

医療機関と連携して保健指導を行うことにより、腎機能の低下を遅延させ、人工透析の導入を予防する。

　

・事業対象者への訪問率：１００％

実施期間 事業内容 事業対象者 実施者 実施率 目標達成率

平成２９年度 平成２９年６月～平成３０年３月

保健師・管理栄養士の個

別訪問による保健指導

42人 42人 100％ 100％

・管理栄養士による保健指導を行うことで、自分の身体を理解し、食生活の改善に繋がった。

・医師との連携を図ることで、重症化予防につながり、人工透析への移行を防止することができた。

④糖尿病性腎症重症化予防事業

【事業目的】

【目標指標】

【評 価】
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